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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上収益 営業利益 税引前利益 四半期利益
親会社の

所有者に帰属する
四半期利益

四半期包括利益
合計額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年２月期第１四半期 1,544 △0.0 370 △19.8 353 △21.5 237 △26.5 237 △26.5 237 △26.5

2025年２月期第１四半期 1,544 12.2 462 20.8 449 28.5 322 30.3 322 30.3 322 30.3

基本的１株当たり
四半期利益

希薄化後１株当たり
四半期利益

円 銭 円 銭

2026年２月期第１四半期 31.18 30.17

2025年２月期第１四半期 45.61 －

資産合計 資本合計
親会社の所有者に

帰属する持分
親会社所有者
帰属持分比率

百万円 百万円 百万円 ％

2026年２月期第１四半期 10,499 5,157 5,157 49.1

2025年２月期 8,830 3,657 3,657 41.4

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年２月期 － 0.00 － 0.00 0.00

2026年２月期 －

2026年２月期（予想） 0.00 － 0.00 0.00

（％表示は、対前期増減率）

売上収益 営業利益 税引前利益 当期利益
親会社の所有者に
帰属する当期利益

基本的１株当たり
当期利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 6,236 10.4 1,648 80.2 1,586 85.2 1,098 87.9 1,098 87.9 142.13

１．2026年２月期第１四半期の連結業績（2025年３月１日～2025年５月31日）

(注)当社は、2025年１月10日開催の取締役会決議により、2025年１月29日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分割
を行っております。2025年２月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、基本的１株当たり四半期利益及び希薄
化後１株当たり四半期利益を算定しております。なお、2025年２月期第１四半期の希薄化後１株当たり四半期利益に
ついては、2025年２月期第１四半期時点では当社株式は非上場であり、新株予約権は存在するものの、権利確定条件
に上場条件が含まれているため、記載しておりません。

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2026年２月期の連結業績予想（2025年３月１日～2026年２月28日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：有



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年２月期１Ｑ 7,779,570株 2025年２月期 7,072,200株

②  期末自己株式数 2026年２月期１Ｑ －株 2025年２月期 －株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2026年２月期１Ｑ 7,602,643株 2025年２月期１Ｑ 7,072,200株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

新規  －社  （社名）、除外  －社  （社名）

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更

①  ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更：無

②  ①以外の会計方針の変更                ：無

③  会計上の見積りの変更                  ：無

（３）発行済株式数（普通株式）

(注)当社は、2025年１月10日開催の取締役会決議により、2025年１月29日付で普通株式１株につき20株の割合で株

式分割を行っております。2025年２月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、期末発行済株式数、期末

自己株式数及び期中平均株式数を算定しております。

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：有(任意)

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

(将来に関する記述等についてのご注意)

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資料Ｐ．２「１．経営

成績等の概況（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。

(決算補足説明資料及び決算説明会内容の入手方法)

当社は、2025年７月15日(火)に機関投資家及びアナリスト向けに決算説明会を開催する予定です。当日使用する決

算説明会資料は、当社ウェブサイトに掲載する予定です。
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前第１四半期

連結累計期間

（自　2024年３月１日

　　至　2024年５月31日）

当第１四半期

連結累計期間

（自　2025年３月１日

　　至　2025年５月31日）

増減

売上収益 1,544 1,544 △0.0%

営業利益 462 370 △19.8%

税引前四半期利益 449 353 △21.5%

四半期利益 322 237 △26.5%

親会社の所有者に帰属する四半期利益 322 237 △26.5%

１．経営成績等の概況

（１）当四半期の経営成績の概況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、国内景気は緩やかな回復基調が続く一方で、物価上昇の継

続、米国の通商政策の影響による景気の下振れリスク等もあり、先行きは依然として不透明な状況が続いておりま

す。

当社グループが主力とする自動車業界においては、ハイブリッド車・電気自動車・自動運転等の開発・研究が活

発であり、その他業界の大手メーカー各社からの引き合いも底堅いものとなりました。

このような経営環境の下、当社グループは、製品開発プロセスの上流工程である設計開発領域に特化したソリュ

ーション事業に注力するとともに、ソリューション事業の更なる強化のための戦略として、以下の３つの事項を掲

げております。

➀メーカーのデジタル化のニーズへの対応とサービス提供先の業種の拡大

②専門技術領域毎の組織体制の強化と人材の育成

③採用強化やグループ内異動によるソリューション人員の確保

これらの取組みを通して、当社グループが提供する技術領域の専門性やメーカーへの提供価値により一層の磨き

をかけ、QCD(品質・コスト・納期)の改善とイノベーションの創出を実現していく方針であります。

当第１四半期連結累計期間においては、前第１四半期連結累計期間において大型案件の検収が重なったことによ

る反動はあるものの、高性能なドライビングシミュレータを活用したデジタルツイン事業の取引拡大により、売上

収益においては前年同期と同水準となりました。

利益においては、エンジニアの中長期的な定着・キャリア形成及びソリューション事業の拡大を目的とした新人

事制度適用に伴う人件費の増加、新卒エンジニアの獲得に向けた採用活動の促進やドライビングシミュレータを備

えた技術研究所にかかる減価償却費の計上等により、前年同期に対して減益となりました。

この結果、当社グループの当第１四半期連結累計期間の業績は、売上収益1,544百万円（前年同期比0.0%減）、

営業利益370百万円（前年同期比19.8%減）、税引前四半期利益353百万円（前年同期比21.5%減）、四半期利益237

百万円（前年同期比26.5%減）となりました。

なお、当社グループは「デジタルソリューション事業」の単一セグメントであるため、セグメント情報に関連付

けた記載は省略しておりますが、株主・投資家の皆様に有益な情報の提供を行う観点から、サービス形態別（以

下、「事業形態別」という。）の情報を開示しております。詳細は、「２．要約四半期連結財務諸表及び主な注記 

（５）要約四半期連結財務諸表に関する注記事項 (セグメント情報)」をご参照ください。

（単位：百万円）
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（２）当四半期の財政状態の概況

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末と比べて1,669百万円増加し、10,499百万

円(前連結会計年度末比18.9%増)となりました。

この主な要因は、現金及び現金同等物の増加1,731百万円、営業債権及びその他の債権の減少143百万円によるも

のであります。

当第１四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末と比べて169百万円増加し、5,342百万円

(前連結会計年度末比3.3%増)となりました。

この主な要因は、営業債務及びその他の債務の増加86百万円、その他の流動負債の増加164百万円、約定弁済に

よる借入金(非流動)の減少158百万円によるものであります。

当第１四半期連結会計期間末における資本合計は、前連結会計年度末と比べて1,499百万円増加し、5,157百万円

(前連結会計年度末比41.0%増)となりました。

この主な要因は、東京証券取引所グロース市場への新規上場に伴う新株発行等による資本金の増加634百万円並

びに資本剰余金の増加627百万円、親会社の所有者に帰属する四半期利益の計上による利益剰余金の増加237百万円

によるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2026年２月期の業績予想につきましては、2025年４月14日に公表いたしました業績予想を修正しております。詳

細につきましては、本日公表の「通期連結業績予想の修正に関するお知らせ」をご覧ください。

なお、当該業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の

業績は、今後様々な要因によって業績予想とは異なる可能性があります。
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年５月31日)

資産

流動資産

現金及び現金同等物 905 2,637

営業債権及びその他の債権 829 686

棚卸資産 76 34

その他の流動資産 316 382

流動資産合計 2,127 3,740

非流動資産

有形固定資産 1,354 1,384

のれん 4,964 4,964

無形資産 141 136

その他の金融資産 54 83

繰延税金資産 164 165

その他の非流動資産 23 24

非流動資産合計 6,702 6,759

資産合計 8,830 10,499

２．要約四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）要約四半期連結財政状態計算書
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年５月31日)

負債及び資本

負債

流動負債

営業債務及びその他の債務 208 295

借入金 327 327

その他の金融負債 263 287

未払法人所得税 156 115

契約負債 168 235

その他の流動負債 560 724

流動負債合計 1,685 1,985

非流動負債

借入金 2,450 2,291

その他の金融負債 840 870

引当金 119 120

その他の非流動負債 76 74

非流動負債合計 3,486 3,356

負債合計 5,172 5,342

資本

資本金 10 644

資本剰余金 1,745 2,373

利益剰余金 1,875 2,112

その他の資本の構成要素 26 27

親会社の所有者に帰属する持分合計 3,657 5,157

資本合計 3,657 5,157

負債及び資本合計 8,830 10,499
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2024年３月１日
至　2024年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2025年３月１日
至　2025年５月31日)

売上収益 1,544 1,544

売上原価 823 860

売上総利益 720 683

販売費及び一般管理費 261 308

その他の収益 7 －

その他の費用 4 4

営業利益 462 370

金融収益 0 0

金融費用 12 17

税引前四半期利益 449 353

法人所得税費用 127 116

四半期利益 322 237

四半期利益の帰属

親会社の所有者 322 237

四半期利益 322 237

１株当たり四半期利益

基本的１株当たり四半期利益（円） 45.61 31.18

希薄化後１株当たり四半期利益（円） － 30.17

（２）要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書

（要約四半期連結損益計算書）
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（単位：百万円）

 前第１四半期連結累計期間
(自　2024年３月１日
　至　2024年５月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2025年３月１日
　至　2025年５月31日)

四半期利益 322 237

四半期包括利益 322 237

四半期包括利益の帰属

親会社の所有者 322 237

四半期包括利益 322 237

（要約四半期連結包括利益計算書）

- 7 -

プログレス・テクノロジーズ グループ株式会社(339A)
2026年２月期　第１四半期決算短信



（単位：百万円）

親会社の所有者に帰属する持分

資本合計
資本金

資本
剰余金

利益
剰余金

その他の
資本の
構成要素

合計

2024年３月１日残高 10 1,745 1,290 13 3,060 3,060

四半期利益 － － 322 － 322 322

四半期包括利益合計 － － 322 － 322 322

新株の発行 － － － － － －

株式報酬取引 － － － 3 3 3

所有者との取引額合計 － － － 3 3 3

2024年５月31日残高 10 1,745 1,613 17 3,386 3,386

（単位：百万円）

親会社の所有者に帰属する持分

資本合計
資本金

資本
剰余金

利益
剰余金

その他の
資本の
構成要素

合計

2025年３月１日残高 10 1,745 1,875 26 3,657 3,657

四半期利益 － － 237 － 237 237

四半期包括利益合計 － － 237 － 237 237

新株の発行 634 627 － － 1,262 1,262

株式報酬取引 － － 0 0 0 0

所有者との取引額合計 634 627 0 0 1,262 1,262

2025年５月31日残高 644 2,373 2,112 27 5,157 5,157

（３）要約四半期連結持分変動計算書

前第１四半期連結累計期間（自　2024年３月１日　至　2024年５月31日）

当第１四半期連結累計期間（自　2025年３月１日　至　2025年５月31日）
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（単位：百万円）

 前第１四半期連結累計期間
(自　2024年３月１日

　至　2024年５月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2025年３月１日

　至　2025年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期利益 449 353

減価償却費及び償却費 25 46

金融収益 △0 △0

金融費用 12 17

棚卸資産の増減額（△は増加） 79 42

営業債権及びその他の債権の増減額(△は増

加)
185 150

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減

少）
4 78

契約負債の増減額（△は減少） 88 66

その他 113 151

小計 958 906

利息及び配当金の受取額 0 0

利息の支払額 △3 △14

法人所得税の支払額 △120 △156

営業活動によるキャッシュ・フロー 834 735

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △199 △2

無形資産の取得による支出 △1 △0

敷金及び保証金の差入による支出 － △30

投資活動によるキャッシュ・フロー △200 △34

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △163 △163

リース負債の返済による支出 △45 △65

株式の発行による収入 － 1,259

財務活動によるキャッシュ・フロー △208 1,030

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 425 1,731

現金及び現金同等物の期首残高 792 905

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,218 2,637

（４）要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書
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（５）要約四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

事業形態別

合計ソリューション

事業

デジタルツイン

事業

エンジニアリング

事業

売上収益 889 32 622 1,544

売上総利益 528 18 173 720

事業形態別

合計ソリューション

事業

デジタルツイン

事業

エンジニアリング

事業

売上収益 870 82 591 1,544

売上総利益 483 46 153 683

（セグメント情報）

(1)報告セグメントの概要

当社グループの事業内容は、主に顧客企業の設計開発領域に対して、設計開発プロセスのデジタル化及び運用・

定着支援等の一貫したソリューションを提供するものであり、デジタルソリューション事業の単一セグメントとな

っております。

(2)製品及びサービスに関する情報

当社グループが顧客に提供する事業形態別の外部顧客に対する売上収益、売上総利益は以下の通りであります。

前第１四半期連結累計期間(自　2024年３月１日　至　2024年５月31日)

(単位：百万円)

当第１四半期連結累計期間(自　2025年３月１日　至　2025年５月31日)

(単位：百万円)

（重要な後発事象）

当社の連結子会社であるプログレス・テクノロジーズ株式会社が訴訟を提起されていた知的財産に関する損害賠

償請求事件に関して、2025年２月期に「その他の費用（和解金）」として計上した和解金500百万円に対し、当社

は外部関係者に対して請求権を有しているとの認識の元、交渉を継続しておりました。

協議の結果、一部の外部関係者が201百万円を支払うことについて、2025年６月27日付で合意が得られ、同日に

当該金額の支払いの完了を確認したため、「その他の収益（受取補償金）」として2026年２月期の中間連結会計期

間において計上する予定であります。
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指定社員
公認会計士 瀧口　英明

業務執行社員

指定社員
公認会計士 長田　洋和

業務執行社員

指定社員
公認会計士 小川　開三

業務執行社員

独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年７月14日

プログレス・テクノロジーズ グループ株式会社

取締役会　御中

シンシア監査法人

　東京都千代田区

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられているプログレス・テクノロジーズ グループ株式会社の

2025年３月１日から2026年２月28日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2025年３月１日から2025年５月31日

まで）及び第１四半期連結累計期間（2025年３月１日から2025年５月31日まで）に係る要約四半期連結財務諸表、すなわ

ち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結持分

変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記事項について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財

務諸表等の作成基準第５条第２項（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第５条第５項に定める記載の省略が適用されて

いる。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと

判断している。

強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、連結子会社であるプログレス・テクノロジーズ株式会社が訴訟を提起されて

いた知的財産に関する損害賠償請求事件について、2025年２月期に「その他の費用」として計上した和解金500百万円に

対し、会社は外部関係者に対して請求権を有しているとの認識の元、交渉を継続していたが、一部の外部関係者が201百

万円を支払うことについて2025年６月27日付で合意が得られ、同日に当該金額の支払いの完了を確認した。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

要約四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第５条第２項（ただし、四半期財務諸表等の

作成基準第５条第５項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成することにあ

る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断

した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財務諸表を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第５条第２項（ただし、四

半期財務諸表等の作成基準第５条第５項に定める記載の省略が適用されている。）に基づき、継続企業に関する事項を開

示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

要約四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
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（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(四半期決算短信開示会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれておりません。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四

半期財務諸表等の作成基準第５条第２項（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第５条第５項に定める記載の省略が適

用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業

の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約四半期連結財務諸表の注記事項

に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、要約四

半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュ

ー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる

可能性がある。

・ 要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第５条第２

項（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第５条第５項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成され

ていないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 要約四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、要約四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上
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